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01_件名 

「電子帳票システム用ソフトウェアライセンスの更新」 

 

02_目的および概要 

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構（以下、｢原子力機構｣という。）人材開発部

では、人材開発部の業務情報を有効かつ効率的に活用し、事務の効率化を図ることを目的

に電子帳票システム用のアプリケーションソフトウェアを利用している。 

本アプリケーションソフトウェアの正常な稼働は、今後の業務遂行上必要不可欠なもの

であることから継続して円滑な運用を図るため、ソフトウェアライセンスの更新を行う。 

 

03_対象ソフトウェア 

（1） ソフトウェアライセンス 

No. 品 名 ﾒｰｶｰ 相当品 数量 単位 G 法 

1 
BIRT iServer Base 

1CPU CORE ライセンス（Version 11SP6） 
opentext 不可 1 式 対象外 

2 
e.Reports for iServer 

1CPU CORE ライセンス（Version 11SP6） 
opentext 不可 1 式 対象外 

3 
e.Reports Page Level Security for iServer 

1CPU CORE ライセンス（Version 11SP6） 
opentext 不可 1 式 対象外 

4 
BIRT iServer Base LUF 

1CPU CORE ライセンス（Version 11SP6） 
opentext 不可 1 式 対象外 

5 
e.Reports for iServer LUF 

1CPU CORE ライセンス（Version 11SP6） 
opentext 不可 1 式 対象外 

6 
e.Reports Page Level Security for iServer LUF 

1CPU CORE ライセンス（Version 11SP6） 
opentext 不可 1 式 対象外 

 

（2） サポート期間 

令和 6 年 9 月 2 日から令和 7 年 9 月 1 日まで 

 

（3） サポート内容 

・セルフポータルでのナレッジの利用 

・オンラインからのソフトウェアのダウンロード 
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04_納入場所および納入条件 

（1） 納入場所 

原子力機構 原子力科学研究所 安全管理棟 3F 人材開発部居室 

（茨城県那珂郡東海村大字白方 2 番地 4） 

（2） 納入条件 

持込渡し 

 

05_契約納期 

令和 6 年 8 月 30 日（金） 

 

06_提出書類 

（1） サポートサービス権証書       1 部 

 

07_検収条件 

「03_対象ソフトウェア」に定めるライセンスが使用できることの動作確認、「06_提出

書類」に定める証書による保守内容の確認をもって検収とする。 

 

08_守秘義務 

受注者は、本仕様書に定める作業で知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。 

 

09_グリーン購入法の推進 

（1） 本契約において、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する

法律）に適用する環境物品が発生する場合はそれを使用すること。 

（2） 本仕様に定める提出図書（納入印刷物）については、グリーン購入法の基本方針に

定める「紙類」の基準を満たしたものであること。 

 

10_特記事項 

（1） 本仕様書に記載されている事項および本仕様書に記載のない事項について疑義が生

じた場合は、原子力機構と協議のうえ、その決定に従うものとする。 

 

以上 


